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の家族政策と平等政策の基軸となっている (Klinth 2005)。1974 年に育児休業法
（Föräldraledighetslagen:親休業法）を男性に適用させ、世界に先駆けて父親が育児休
業（父親休業）を取得できる制度を導入した。社会保険機構 (Försäkringskassan) の調







な実証研究に基づき日本の WLB への示唆を論じている山口(2009)は、WLB の実現に





























がなされてきた（Socialdepartementet 2001, OECD 2007） 。 女性の視点に立つと、仕事
と子育てを両立できる環境が整備されているからこそ、子どもを産み育てたいという
希望を実現させることができるのではないだろうか。また子どものいる家族への社会












男性稼得者イデオロギー：弱い スウェーデン、デンマーク オランダ アメリカ
男性稼得者イデオロギー：中庸 ノルウェー イギリス, フランス 韓国
男性稼得者イデオロギー：強い  ―  ドイツ 日本
（出所：チャン（2007）の分類に基づき、Lewis & Ostner (1994)に準拠し、筆者が一部加筆・修正して作成）
次に就労状況を比較すると（表２） 、スウェーデンの年間労働時間はイギリスより若
















日本 スウェーデン イギリス オランダ ドイツ
就労者一人当たりの年間平均労働時
間 （2009 年）
1714 時間 1610 時間 1646 時間 1378 時間 1390 時間
1999 年の平均労働時間との差 -96 時間 -55 時間 -40 時間 +17 時間 -102 時間
3 歳未満の子どものいる女性の就労
率（2008 年）








- 46.0% 21.0% 23.0% 39.0%
組合組織率 （2007 年） 18.3% 70.8% 28.0% 19.8% 19.9%
失業率 （2010 年 11 月）*** 5.1% 7.8% 7.8%* 4.4% 6.7%
生活への満足度の平均値(0-10 のス
ケールで、高いほど満足）
5.9 7.5 6.8 7.6 6.5
出所：OECD database （* 参考資料：Fourth European Survey on Working Conditions (2005)、 **参考資料：
Establishment Survey on Working Time, 2004-2005、 *** イギリスは 2010 年 9 月の数値）
2-2 ワーク・ライフ・バランス社会への布石
スウェーデンは、 早くから平等と連帯の理念に基づき、労働者の権利保障と労働環5
境の整備を進めてきた。 その基盤は同国に福祉国家の礎が築かれた 1930 年代終わりの、
労使間の協議による「サルトシュバーデンの労使協定」 （1938 年）の締結にみること
ができる。
3 政府は 1944 年、 「国民の家」構想に沿ったプログラムを発表し、 「完全
雇用の実現」 、 「資源の公平な分配と生活水準の向上」 、 「生産性の向上とデモクラシー













































の担い手にもなることができたからである(Klinth 2005, Ahlberg et al. 2008)。






480 日、うち 390 日は所得の 80%保障。


















5 但し上限があり、日額 910 クローナまで保障（Försäkringskassan 2010） 。
6 2010 年 9 月 16 日、雇用省 (Arbetsmarknadsdepartementet) にて実施した、雇用省、男女平等・統
合省 (Integrations- och jämställdhetsdepartementet)、社会福祉省(Socialdeaprtementet)の政策エキス
パートへのヒアリング調査より。 尚、 2011 年 1月、 男女平等・統合省は、 法務省(Justitiedepartementet)、
教育省 (Utbildningsdepartementet)、雇用省に再編統合された。7
既に提起されていた。つまり、子どもの視点は、男女平等の視点と併存していた、と
いえよう (cf. SOU 2005:66, SOU 2005:73)。 1995 年に 1 ヶ月の育児休業を父親に割当て
る、いわゆる「父親の月」が導入された際も、子どもの視点は重要な位置を占めてい
た。また前政権時の 2005 年には、 「子どもの最善」を主眼として、育児休業の父親へ
の割当期間を２カ月（2002 年に改正）から５カ月に引き上げる改正案が提出されてい
た。
7 2006 年 9 月の総選挙で政権が交代したことから、割当期間の引き上げには至
らなかったものの、同年、親休業法を一部改正し、育児休業取得に対する職場でのい













れる。2000 年代以降、子育て世代の WLB を同国では、 「ライフ・パズル（Livspussel） 」
という概念で捉えるようになってきた（cf. Enokson 2010） 。同概念を政策の議論で最
初に用いたのが TCO である。TCO は、2002 年 9 月の総選挙前の政策論議において、
就労者の WLB の向上を呼び掛ける「仕事・心・家族（Jobb hjärta familj） 」というキャ










歳以上のため、 0 歳児を対象とした公的保育は提供されていない。 子どもが 1 歳に達するまでは、
育児休業制度を利用して、父母が協同で家庭にて子育てを担うことが社会規範となっている。同
国の子育て支援からみたワーク・ライフ・バランスのあり方については拙論（高橋 2007）参照。




るのは、30 代から 40 代とされる。その年代の人々の生活は、仕事、子育て、余暇、






変わるだろう考えたのである。TCO は 2005 年に上梓した調査報告書にて、 「社会は子
どもを受容しておらず、職場は親にやさしくない」との問題を提起し、家庭での男女
の役割が平等となっても、就労環境が変わらないと男女の平等は実現しないと主張し
ている（TCO 2005, p.3） 。TCO は、ライフ・パズルを表す一つの指標として、育児休
業の配分状況をみる「父親指標（Pappaindex） 」を提唱している。全国に 290 ある基礎
自治体（コミューン）における育児休業の父母の分担状況を社会保険庁のデータから
割り出し（平等に分担されていれば、指標は 100 となる）毎年発表して、男性のさら
なる育児休業取得を促している。2009 年の父親指標全国平均値は 39 で、前年比プラ





1990 年代に平等大臣の下で政策担当を務めた経歴をもつ Mörtvik は、国際比較の見







「時間のパズル」として論じたものに Lundén & Näsman (1989) の研究がある。



















ってきた。 「なぜいまだ平等が達成されないのか」 、 「それを阻害する要因は何か」とい
ったジェンダーと権力の視点からの問題意識に立つものであった（SOU 1998:6,













Hobson et al. (2010) は、就労者の権利とその権利を行使する能力の間に乖離がある












同国のワーク・ライフ・コンフリクトに関しては、雇用省管轄の FAS(Swedish Council for







12との関係から導出しようとし、EU のコンテクストでの WLB 研








ている。現在、国内の雇用者のうち 91％は、約 600 ある団体協定のいずれかを締結し
ている企業・団体で働いている (Kollega 2011-02-15)。社会保険による育児休業中の


















ン 2006, pp.59-61） 。
13 Hobson et al. の提示した枠組みでは、エージェンシーを中核の次元として、個々の親が WLB に
ついて要求する能力（the ability to make claims）と彼らの基本財ならびに能力の自己認識（sense







































法を上回る育児休業制度 27.2 56.0 31.0 50.0 29.4
男女均等処遇の重視度との相関性 0.15*** 0.348*** 0.07 0.147* 0.187**
フレックスタイム制度 24.4 88.0 69.0 48.5 90.1
男女均等処遇の重視度との相関性 0.054* 0.263** 0.154 0.038 0.121
在宅勤務制度 4.3 71.0 52.0 67.3 51.2
















児休業制度」 <プラスの影響> 日本 12.5%、 スウェーデン 69.6%、 オランダ 32.3%、 イギリス 49.5%、
ドイツ 78.0%, <マイナスの影響> 日本 28.5%、スウェーデン 0%、オランダ 3.2%、イギリス 6.9%、
ドイツ 6.8%。 「フレックスタイム制度」<プラスの影響> 日本 33.9%、スウェーデン 86.4%、オラ
ンダ 69.6%、イギリス 72.5%、ドイツ 73.5%、<マイナスの影響> 日本 7.1%、スウェーデン 1.1%、
オランダ 2.9%、イギリス 7.1%、ドイツ 4.4 %。 「在宅勤務制度」<プラスの影響> 日本 21.4%、ス
ウェーデン 81.7%、 オランダ 61.5%、 イギリス 39.0%、 ドイツ 70.9%、 <マイナスの影響> 日本 7.1%、





















6.95 6.89 6.92 6.90 6.02




5.80 6.30 6.41 6.81 6.11
男女均等処遇の重視度との相関性 0.312*** 0.277** 0.058 0.412*** 0.276***
*pr<0.05, **pr<0.01, ***pr<0.00114
表５ 人事管理で重視すること－同業他社に比べてどの程度重視していますか 「重視している」と回答

















男女均等処遇の重視度との相関性 0.49*** 0.453*** 0.249* 0.565*** 0.406***





男女均等処遇の重視度との相関性 0.392*** 0.537*** 0.186 0.436*** 0.294***
社員に社内でのキャリアを考えさせ
ること





男女均等処遇の重視度との相関性 0.508*** 0.62*** 0.381*** 0.53*** 0.445***
社員に社外でも通用するキャリアを
形成すること





男女均等処遇の重視度との相関性 0.455*** 0.54*** 0.343*** 0.391*** 0.3***
意欲や取組姿勢で社員を評価する
こと





男女均等処遇の重視度との相関性 0.404*** 0.578*** 0.387*** 0.416*** 0.174*
成果や実績によって社員を評価す
ること














































一般従業員 2 名の計 3 名
C 社 （通信機器メーカー）








































（2011 年 2 月現在 1kr＝約 13 円）のトレーニング費補助を支給している。また社内
２カ所にもスポーツジムを設置している。17
独自の WLB 施策




所定労働時間は週 38.5 時間で、フレックスタイム制度を導入し、コアタイムは 10





人事部門は 23 名のスタッフから成り （マネジャーは女性） で、 ヒアリング対象者 （女












スウェーデンでは、有給休暇は 6 月～8 月に交替で取るのが慣例であるため、A 社
では毎年４月中旬頃までには、全員が休暇希望を提出し、シフトを組んでいる。2011





























約書等の書類作成に６カ月） 。 フレックスタイムで規定されている時間の枠外で、 出・
勤退勤する際は上司に報告しなければならないが、 その枠内であれば勤務時間は自由
で、週に合計 38.5 時間勤務すればよいシステムである。通常朝８時に出社し、16 時
半に退社する。毎朝 7 時 15 分に自宅を出て、次女を保育所に送ってから出社し、帰
宅後は夕食の準備をするなど、家族と過ごす。
育児休業を取得したのは、 前職時 （派遣会社の非正規社員として２年半勤務） で、


































































従業員数は約 84000 人で、国内では約 18000 人が雇用されている、スウェーデンを
代表する企業で、ヒアリング先は、人事・総務（福利厚生） 、団体協定等の法規につい
て取り扱う部署で、45 人のスタッフ（部門長は男性）から成る。技術系の従業員が多



















ホワイトカラー社員の労働時間は団体協定に基づき、週 38.75 時間（1 日７時間 45
分勤務）で、通常の業務（シフト勤務でない職務）では、フレックスタイム制度を導























































週 39 時間労働で、職場でおよそ半数は、朝 7 時半から 8 時に出勤し、午後５時半に
は退社している。人材派遣業務のため、フレックスタイム制度は導入していない。



















































わらず、 結果を評価してくれる。 柔軟に働く上で重要なのは、 個々が責任を持つこと。
日常的な話し合いやメール通信を介して、上司は部下の業務内容を把握している。
育児休業は 7 カ月取得した。パートナーは 11 カ月休んだ。休暇を取る 1 年位前に父
親休業の話を上司にしてはいたが、職場で準備を始めたのは、休業に入る３か月程前
のこと。2009 年（休業時）は景気が悪く、業績も芳しくなかったため、代替要員を雇25








えるだろう。生活時間の配分は、 「仕事 60%、家族 30%、自分の時間 10%」で、もう
少し自分の時間が確保できれば、とは思う。
【D 社ビジネスコンサルタント、40 代女性、高卒、夫と 15 歳の義理の息子の 3 人家











現在の生活時間の配分は、 「仕事 60%、家族 30%、自分の時間 10%」で、自分の時
間が若干少ないかもしれない。
【D 社人事コーディネーター、40 代女性、大卒、３歳と８歳の息子と３人暮らし、夫
はイギリス人で母国勤務のため別居中、D 社には 1999 年入社】
長女の出産後 2002 年から約 1 年半育児休業を取得し、 夫の暮らすイギリスに滞在
し、帰国後は社内でいくつかの職務を経験した。 次女の出産後は 13 カ月間の休業を取



























































る男女双方の解放 －「二重の解放」－（Klinth 2005, Ahlberg et al. 2008）を成し得て








15 同国で職場の人間関係が重視されていることは、人材派遣会社 Xtra Personal が実施した調査
結果にも表れている。全国で 1025 人を対象に、最近 5 年間で転職したかどうか尋ねたところ、
首都ストックホルムでは「転職した」と回答した者の割合は 43％であった。18 歳～39 歳の者で
は実に６割がこの間に転職していた。転職者のうち 4 分の１が転職理由として挙げたのは、 「上
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